
貸  借  対  照  表

2024年11月30日　現在 大成毛織株式会社 
（単位 ： 円）

勘定科目   金    額   金    額 勘定科目   金    額   金    額

（前年同期） （前年同期）

 流動資産 751,576,419 751,584,817  負  債 684,780,162 590,439,705
現    金 62,367 39,941  流動負債 646,981,826 559,314,711
当座預金 0 0 支払手形 0 0
普通預金 142,616,333 118,533,269 買掛金 268,396,480 362,526,867
別段預金 0 0 短期借入金 130,000,000 0
通知預金 0 0 未払金 0 0
定期預金 0 0 未払費用 215,710,411 191,043,936
その他預金 0 0 未払法人税等 10,074,300 3,904,800
（現預金計） 142,678,700 118,573,210 繰延税金負債 0 0
受取手形 0 0 未払消費税等 19,597,000 0
売掛金 271,283,342 232,503,518 預り金 1,865,335 490,508
有価証券 0 0 従業員預り金 0 0
短期貸付金 0 0 前受金 0 0
製品・商品 0 0 前受収益 0 0
仕掛品 326,493,232 390,453,097 保証金 0 0
原材料・貯蔵品 0 0 仮受金 0 0
前払費用 2,921,900 2,921,900 仮受消費税等 0 0
繰延税金資産 0 0 賞与引当金 1,338,300 1,348,600
未収入金 8,199,245 7,133,092 その他流動負債 0 0
仮払金 0 0
仮払消費税等 0 0  固定負債 37,798,336 31,124,994
その他流動資産 0 0 長期借入金 0 0
貸倒引当金 0 0 長期預り保証金 0 0

繰延税金負債 0 0
 固定資産 130,574,188 28,020,697 資産除去債務 0 0
  有形固定資産 123,768,271 24,779,038 退職給付引当金 37,798,336 31,124,994

建物 2 2 役員退職慰労引当金 0 0
構築物 0 0
機械装置 121,018,742 21,982,150
車両運搬具 8 8
工具器具備品 6 47,365

土地 2,749,513 2,749,513  純資産 197,370,445 189,165,809
建設仮勘定 0 0 株主資本 197,370,445 189,165,809
減価償却累計額 0 0  資本金 30,000,000 30,000,000

  無形固定資産 5,364,477 1,309,119  資本剰余金 12,392,961 12,392,961
電話加入権 0 0   資本準備金 12,392,961 12,392,961
施設利用権 0 0   その他資本剰余金 0 0
営業権 0 0  利益剰余金 154,977,484 146,772,848
ソフトウェア 5,364,477 1,309,119   利益準備金 7,500,000 7,500,000

  投資等 1,441,440 1,932,540   その他利益剰余金 147,477,484 139,272,848
投資有価証券 40,000 40,000     圧縮記帳積立金 0 0
出資金 0 0     別途積立金 100,000,000 100,000,000
長期貸付金 0 0     繰越利益剰余金 47,477,484 39,272,848
破産・更生債権 0 0      （当期利益） (17,804,636) (9,713,392)
長期前払費用 1,391,440 1,882,540
繰延税金資産 0 0
その他投資 10,000 10,000
貸倒引当金 0 0

 繰延資産 0 0

合    計 882,150,607 779,605,514 合    計 882,150,607 779,605,514
受取手形割引高 0 0 0
受取手形裏書高 0 0 資本の欠損の額 0



大成毛織株式会社 

 

（注記事項） 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

 時価のないもの   移動平均法による原価法 

②棚卸資産 

  貯蔵品        総平均法による原価法 

  仕掛品        総平均法による原価法 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として定率法によっている。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物付属設

備を除く）、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法に 

よっている。 

②無形固定資産 

定額法によっている。 

 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金   ……債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

②賞与引当金   ……従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上している。 

③退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額

を計上している。 

 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．当期純利益金額  17,804,636 円 


